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１．はじめに
中国において、企業倫理に関する問題が注目されたのは1978年の「改革開放」以降のこ
とである。社会・政治・経済体制転換の欠陥や法整備の不完全により経済活動において多
くの不道徳行為が現われた。主に、消費者権利の侵害、偽商品や劣悪商品の生産、贈収賄
などが挙げられる。このような問題の現われは、人々に企業の経営活動と倫理道徳との関
係に対する思考を促したのである。したがって、経営活動と倫理道徳との関係を主要な内
容とする企業倫理の研究が生まれてきた。そして、企業倫理という主題が広く論議の対象
とされ、それに関連する法整備への取り組みが進められることとなったのは20世紀後半の
ことであった。そのため、中国においては、企業倫理に関する実践ならびに研究・教育の
歴史はいまだ十年ほどである。
現在、専門用語として用いられる「企業倫理」は英語表現の中国語訳である。すなわち、
「企業倫理」は“business ethics”の訳語である。“business ethics”を「企業倫理」のほ
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かに「経済倫理」、「商業倫理」、「経営倫理」、と訳されている場合もある。しかし、この
ような異なる訳が企業倫理とそれらを混同させ、それらの関心はすべて経済・経営・商業
行為における道徳に関する問題に寄せられた。最近、このような混同が解消され、企業倫
理は工商管理学（経営学）の一分野として、年とともにその最も重要な研究主題の地位を
占めるに至り、研究および教育の充実・発展に努めている。
ところで、企業倫理の現状に対する研究および企業倫理構築に関する理論的問題の研究
は中心であるが、企業倫理の歴史的発展過程に関する研究はほとんど行われていない。そ
れゆえ本稿では、中国における企業倫理発展の到達点としての「誠信経営」を主題とする。
そのため、まず、研究および実践の歴史が短い中国における企業倫理に対する認識の考察
からはじめ、次に中国の国内における諸研究および中国の企業倫理に関する海外の研究を
取り上げる。そして、中華人民共和国の成立以来、今日に至る半世紀余りの期間における
企業倫理の歴史的変遷を概観し、現在の到達点を「誠信経営」と位置づける。最後に、企
業倫理に関する研究および実践の問題点を指摘し、今後の展望を論じる。
２．企業倫理に対する中国での認識
中国における企業倫理に対する学問的理解の歴史はいまだ10年ほどであるのでそれが注
目されるようになったのは比較的に最近のことである。しかしながら、経済活動における
倫理的問題は古くて、新しいものであり、人類の交易活動の始まりとともに、実際に存在
するものである。浙江大学教授張応杭によれば、「道徳そのものは人間活動における一つ
の基本的側面であり、企業倫理は経済活動とほぼ同じく悠久である」１。古くは春秋戦国時
代（紀元前770年－221年）、儒教思想家である孔子、孟子は経済と倫理の関係、義務と利
益の問題、生産・交換・分配・消費行為における道徳問題について詳しく述べている。そ
して、「見利思義」（利益を見れば 義理を思い）、「公平交易」（公正取引）、「童叟无欺」
（子供や老人をも欺かない）といった思想伝統が今日まで継承され、中華民族の文化的伝
統の重要な構成部分となった。
世界的に見れば、E.Mエプスタイン（Epstein,E.M）は次のように述べている。「商人、
仲買人、職人、農民、船乗りの行動に関する規則や禁止事項は、数千年、実際に東西にお
いて歴史が記録されたときまで、遡ることができる。彼らみなは、今日のわれわれが『事
業活動』と考えるものに従事していたのである。西洋においては、ハムラビ法典の中にも、
経済生活の行動基準に関する多様な禁止命令が含まれている。それらは紀元前18世紀のバ
ビロニアにおける一般的な規範を反映し、知らせることになる。アリストテレスの『ニコ
マコス倫理学』（特に第5冊）には、経済的な事業の倫理的行動基準について、多くが述べ
られている。西洋の三大一神教は、経済活動に関する倫理的側面に関することの教えで充
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ちている。ユダヤ教における、“halakkhah”、文字通り、『道』、『小道』、『街道』を意味し
ているが、『旧約聖書』から引用されたものであり、『法典化された倫理』、『立法化された
道徳』のように考えられるものであり、『ユダヤの経済人』の行動基準に関する命令で充
ちている」２。
経済活動における倫理について、マックス・ウェーバーは、物的な利害状況と「エート
ス」（精神風土）を考えなければならないと主張している。企業倫理はまさにこの「エー
トス」に該当するものであり、社会の健全な機能が維持され、さらに発展する上で必要と
される各種の価値理念の実現に適合するような企業行動の様式である。
中華人民共和国が成立後、人民への服務・集団主義・愛国主義・辛苦奮闘などが社会主
義道徳の核心・原則・規範であり、また企業倫理の重要な内容でもあった。社会主義政治
倫理を主要な内容とする企業倫理は一定程度まで政治・経済体制を補完し、中国の経済建
設に重要な精神的動力と支柱を提供した。
一方、資本主義企業の最終的な目的は「利潤の極大化」であり、企業の行動はすべてこ
の目的を達成するためのものと説明される。しかし、企業は経済主体であり、また倫理主
体でもある。したがって、企業には経済性と倫理性が共に存在する。欧陽潤平は、その両
者の関係について、「企業の経済行為と道徳行為は不可分性を有し、企業の経済的価値と
道徳的価値も不可分性を有する。しかし、このような企業の経済的価値と道徳的価値との
両立を維持する方法は、企業の道徳遵守である」３と述べている。
企業は、市場経済の行為主体として、道徳的に物的資源や人的資源などを使用・配置し、
これらの資源に最大可能な持続的経済効果を産出させなければならない。それによって社
会の物質的文明と精神的文明の発展を推進し、社会の普遍的繁栄を促進させ、企業の社会
的道徳価値を実現する。したがって、経済性から離脱して道徳を論じことはできず、また
道徳から離脱して経済性を論じることもできない。
「改革開放」以降の社会・政治・経済体制の転換期における経済活動には多くの不道徳
行為が発生した。例えば、消費者権益の侵害、偽商品・劣悪商品、贈収賄などがある。こ
れらの問題の発生は、企業活動と倫理道徳との関係に対する人々の思考を促進させ、企業
倫理への関心が高まった。
中国での企業倫理に関する研究は、20世紀80年代末から90年代初頭に始まる。冒頭で述
べたように、専門用語として用いられる「企業倫理」は英語表現の“Business Ethics”
の中国語訳である。“Business Ethics”を「企業倫理」のほかに「経済倫理」、「経営倫理」、
「商業倫理」と訳される場合もある。これらの主題が密接な関連性を有しながらも、それ
ぞれに固有の領域を持ち、概念上、明確に区別されねばならない。本稿では、“Business
Ethics”の訳を「企業倫理」とする。“Business Ethics”における“Ethics”は、「倫理」
ほかに、それを対象とする専門的学問分野としての「倫理学」の意味もあり、したがって
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【表－1】企業倫理に関する中国における著書
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千 高 原
陳炳富・周祖城
楊 清 栄
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趙 徳 志
張 応 杭
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夏 緒 梅
蘇 勇
書　　　　　名
企業倫理学
市場経済与企業倫理
企業倫理学
企業倫理学概論
企業倫理与現代企業制度
義利共生論－中国企業倫理研究
企業倫理論：理論与実践
企業倫理
現代西方企業倫理論
企業倫理学導論
企業倫理学－培育企業道徳実力的理論和方法
市場経済与企業倫理論綱
企業倫理学
主体修練－現代企業倫理建設
企業倫理概論
企業倫理学－転型経済条件下的企業倫理研究
中国企業倫理重建－経営績效与社会責任
出　版　社
中共中央党校出版社
中国　　大学出版社
中国紡織出版社
南開大学出版社
湖北人民出版社
湖南教育出版社
上海世紀出版集団
華東師範大学出版社
経済管理出版社
浙江大学出版社
湖南人民出版社
上海財経大学
西南財経大学出版社
広東人民出版社
経済管理出版社
科学出版社
東方出版中心
出版年
1993
2000
2000
2000
2000
2000
2001
2001
2002
2002
2003
2003
2004
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2007
2008
2008
“Business Ethics”は「企業倫理」のみならず「企業倫理学」をも意味する。
そして現に、企業倫理に関する研究ならびに教育は、応用倫理学の一領域としての企業
倫理学においても1990年代初頭から展開されてきている。しかし、企業倫理そのものは企
業倫理学のみならず、工商管理学（経営学）の研究対象でもあり、特にその一分野として
2000年以降は、年とともにその最も重要な研究主題の地位を占めるようになっている。そ
して現在では、経営学のその分野と企業倫理学とは相互の緊密な協力関係を通じて共通の
対象としての企業倫理に関する研究および教育の充実・発展に努めている。４
近年、商学院（University Of Business Studies）、工商管理学院（University for
Business Administration） では、企業倫理に関する科目が開設されている。例えば、上
海財経大学国際工商学院（shanghai university finance and economics；School of
International Business Administration）、華東師範大学および復旦大学の管理学院は、
MBAコースと倫理学専攻の修士課程では関連科目を開設している。そして、武漢では中
国初の企業倫理と関連する経済倫理研究所が設立された。また、企業倫理を扱った学術的
概説書の中国における刊行状況に関して行った調査の一端は【表－1】のようである。
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企業倫理に関する研究および教育の最近10数年間における発展が、急に達成されたもの
であることが察せられる。ところで、企業倫理に対する中国での認識はいまだ十分とは言
えない。それは、関心の低さと直接に関係を有していると考えられる。その要因に、問題
の把握に際して用いられる範疇の相違がある。具体的には次の3点を指摘することができ
る。
第1に、中国の研究者のあいだでは、企業倫理の具体的内容を「経済倫理」に包摂する
傾向が見られる。曹風月は、企業倫理を経済倫理の中間層に位置づけ、企業の道徳的責任
を論じている。５そして蘇勇は、「社会転換期および企業倫理」という章題の下では、ほと
んど経済倫理について論じている。６また、他の文献においても、企業倫理の定義に下に注
目される議論を展開した論者の論題もまた、「経済倫理」であるものが少なくない。
第2に、一般に企業倫理を「公司社会責任」、すなわち「企業の社会的責任」（Corporate
Social Responsibility）という概念のうちに包含ないし解消させる傾向が強い。
第3に、企業倫理を具体的には、「企業社会貢献」、すなわち「企業の社会貢献」
（Corporate Philanthropy）ないし「企業公民」、すなわち「善良な企業市民」（Good
Corporate Citizenship）の思想ならびに、それに基づく実践と同一視する傾向がある。
３．企業倫理に関する諸研究
企業倫理に関する学術的概説書の中国における刊行は、「経済管理思想」の名で20世紀
80年代末に始まる。1986年10月、北京大学教授趙靖『中国古代経済管理思想概論』が広西
人民出版社より出版された。同書では、商（約紀元前17世紀～11世紀）・周（約紀元前11
世紀～256年）から清代の第一次アヘン戦争までの歴史における中国の古代経済管理思想
およびその実践的事例を論じている。そこでは、経済活動に対する倫理の影響については
直接に論じていなくても、多くの事例には倫理観念の重視が含まれ、当時の人々を大いに
啓発している。
1996年12月、南開大学教授・陳柄富および周祖城編著『企業倫理』（天津人民出版社）
が出版された。これは中国において、最も早い企業倫理に関する専門著書である。同書は、
「企業経営はどこへ向かうのか」、「企業倫理－古くて新しい話題」、「経営思想の創新①」、
「経営思想の創新②」、「企業管理革命」など、5章により構成される。同書は、企業倫理に
対する意識の発生、主要内容およびその意義について論じた。これが中国における企業倫
理研究の始まりとして、後の研究に強い影響力を持つ。
1997年11月、復旦大学教授蘇勇著『管理倫理』（上海人民出版社）が出版された。同書
では、企業倫理に関する基本的な問題、例えば、管理と倫理の関係、倫理思想の発展、倫
理原則、企業倫理の構成内容などについて論じている。とりわけ管理と倫理の関係に重点
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を置いたことが当時において新たな意義をもつものの、企業倫理そのものに関する論述が
少ない。なお、「管理倫理」は、組織体全般における倫理を意味し、同書の対象は企業組
織だけでなく、その他の組織における倫理問題をも含む。
1999年4月、David J.Fitzsche, Business Ethics：A Global and Managerial
Perspective, 1994；の中国語訳、楊斌・石堅・郭閲訳『商業倫理学』（機械工業出版社）
が出版された。同書では、実践的事例と理論研究を結合した豊富な内容―欧米、とりわけ
アメリカにおける企業倫理の研究成果が紹介された。特に、意思決定と倫理との関係、つ
まり意思決定過程における合理性と倫理性との一致の可能性について指摘された。その後
の2002年3月、Richard T.De George, Business Ethics, 1990；の中国語訳、李布訳『経済
倫理学』（北京大学出版社）が出版された。そして、2003年1月、Georges Enderle（ed）
International Business Ethics: Challenges and Approaches, 1999；の中国語訳、鋭博慧
網『国際経済倫理』（北京大学出版社）が出版された。
そして、2006年8月、復旦大学教授陳栄耀著『企業倫理－一種価値理念的創新－』（科学
出版社）が出版された。同書では、企業倫理の思想、内容、構造など多面にわたる新たな
分野についての検討が試みられた。例えば、企業制度、企業の発展段階、企業家の性格な
どの要因の企業倫理に対する影響について論じている。
2008年1月、盧風・ 肖魏編著『応用倫理学概論』（中国人民大学出版社）が出版された。
同書は、11章から構成されている。そこでは、応用倫理学の発生の背景、基本原則、研究
方法および体系について、それぞれ論じている。
21世紀に入り、中国において企業倫理に関する著作が相次ぎ出版され、その研究領域も
ますます広がっている。そして研究内容もさらに深まり、研究者の数も増大し、研究成果
も豊富となっていている。
しかし、それらのもののなかで現代中国における企業倫理の歴史に関するものはきわめ
て少ないが以下では、中国における企業倫理の歴史的変遷に関する研究の特徴を論じたい。
（１）「義」と「利」の関係の視点に基づく企業倫理研究の発展
中国における企業倫理の発展過程を体系的に論じた著書として注目されるのは、欧陽潤
平著『義利共生論－中国企業倫理研究－』７である。著者は、その第2章にあたる「中国企
業制度演変的価値衆征」（中国企業の制度的変遷における価値理念）において、中国の歴
史上で永年にわたり議論された「義」と「利」の関係に焦点を当てて、近・現代中国にお
ける企業倫理の発展過程を次のように集約している。８
１）「義利共求」（義と利の両者追求）段階：近代中国の民営企業における倫理実践。
２）「重義軽利」（義を重んじ、利を軽視する）段階：現代中国の計画経済期における企
業倫理。
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３）「重利軽義」（利を重んじ、義を軽視する）段階：現在の中国企業に一部に存在する
企業倫理思想である。
そして、同書では、次の3点について議論が展開されている。
まず、社会の歴史および政治・経済環境は企業の利益および道徳に対する価値理念を決
定し、また企業の存在とその発展形式を決定する、としている。
次に、計画経済時代における企業倫理の主な特徴やその発生原因に関する分析を行って
いる。当時の企業倫理の主な特徴は、
１）企業は対外および対内への対処のさい、絶対的に党および国家の利益を最優先する
ことである。
２）集団主義精神と人民への奉仕精神、そしてこのような両精神の上で生成された愛国
主義精神は、従業員の道徳規範の核心原則である。このような企業倫理の形成は、主
に当時における企業の所有制によるものである。
企業には独立した法人格がなく、したがって、所有権と経営権もない。それは、いわゆ
る「計画福利型企業」に属するものである。このように財産の私有化を認めず、人と人の
関係について財産の分配により不公平が生ずることをなくす目標の実現を目指す経済モデ
ルは、私的利益を増やすあらゆる可能性を否定するものである。「計画福利型企業」は、
国家・政府の福利厚生の生産と供給のみを担う組織として存在し、経済的利益を求めず、
国家から下された生産および供給の任務を実行すると同時に、福利政策の仲介者として資
金および生産資材を獲得する。このように私的利益の存在と追求は許されないことから、
「計画福利型企業」の倫理観は、必然的に「重義非利」的である。
欧陽潤平著『義利共生論』はさらに、現在の中国企業の一部に存在する企業倫理問題を
指摘する。社会の転換期における一時的な道徳の喪失現象は、「市場経済条件下の企業と
社会発展の密接な関係を反映し、また中国は依然として農業時代から真に脱出していない
ことや、工業社会の弊害に対する認識およびそれを防ぐ意識が欠けたまま文化の衝突が鮮
明になっている情報社会へ突入した、社会文明の発展過程における転換期の状況を反映し
ている。さらに、市場経済とその主体である企業の発展は、倫理・道徳的基礎が欠けてい
ることを鋭利に反映している」９。現在、中国の社会主義市場経済に適応する倫理・道徳の
欠如は、市場経済体制の不完全および政治体制の不完全に次ぐ、第3の課題となっている。
また、欧陽潤平著『企業倫理学－培育企業道徳実力的理論与方法』（企業倫理学―企業
道徳の実力の理論および方法）（2003年）では、「改革開放」以来の企業道徳の発展を以下
のように述べている。10
１）一部の企業の価値思考が「義」と「利」の対立を克服した。これは、中国企業にお
ける道徳観の歴史的変革である。
２）「誠信」に対する意識の誕生である。これは、中国企業における道徳的進展の中心
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的な表れである。
３）「義」と「利」の統一が次第に確立された。これは、中国企業における道徳的進歩
の主流である。
（２）道徳観の変革による企業倫理の発展
現代中国における企業倫理の歴史的変遷について、最も早く研究を行ったのは、華中師
範大学教授龍静雲である。彼は『 匙的魔力－企業道徳概論－』11（経営に対する中核的影
響力－企業道徳概論－）と『治化之本－市場経済条件下的中国道徳建設』12（統治の基本－
市場経済的条件下における中国的道徳の建設）において、中華人民共和国成立以来の「企
業道徳」の発展を二段階に分けている。なお、龍静雲の言う「企業道徳」は上述の欧陽潤
平の論議における企業倫理と基本的に同一である。
第1段階は、1949-1978年である。この期間において、中国企業の道徳は著しく発展した
ものの深刻な後退もあった。その発展の主な特徴は次のようである。
１）企業の生産・経営活動の目的は、中華人民共和国成立以前のいわゆる「旧社会」に
おける資本家の私的利潤追求から、社会主義建設と人民の生活需要を満たすことへの
奉仕に転換した。
２）いわゆる「旧社会」に存在していた搾取・抑圧制度を次第に廃止し、労働者階級は
国家と企業の「主人公」となった。
３）弱肉強食的な市場競争関係を徹底的に排除し、企業と企業との間は従来の敵対的関
係でなく、「同士＋選手」的な関係（集団的競争関係）となった。
４）勤労者の道徳が大きく変化し、「主人公」意識と自覚的奉仕精神がこれまで以上に
強烈となった。
しかし、1958年からの「大躍進」13政策が中国の農業生産に悲惨な結果をもたらし、また
企業に対しても量的拡大のみを求めたため、道徳を大きく後退させた。その後の状況を龍
静雲は「中国の企業道徳は、十年間に及ぶ文化大革命に遭遇し、企業の目的は、階級闘争
に代替され、正常な生産秩序を保障する制度・規則は、闘・批・改運動の広がりに伴い規
制力を失った。そして、多くの企業が生産停止と破産状態に陥り、建国以来十数年間にわ
たり無私奉献を実践してきた多くの模範的労働者が迫害された。例えば、孟泰、時伝祥な
ど有名な模範的労働者が迫害され、死亡した」14と述べている。
第2段階は、1978年の中国共産党第11回第3次全国大会以降である。社会・経済・企業体
制に大きな変化をもたらした同大会以降は、企業制度の改革が行われ、それによって企業
の道徳観も大きく変化したのである。その変化は次の3点に集約される。
１）企業の利益意識が次第に強くなった。
２）企業の進取精神が次第に強くなった。
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３）企業の民主的意識はさらに向上した。
以上のような論議に基づき、現代中国企業における倫理・道徳観が変化した主な要因は、
二つあると考えられる。一つは、「改革開放」政策の実施と推進である。龍静雲は、「20年
間の改革開放政策は、我が国の企業道徳の進展に巨大な活力を注ぎ、そして企業道徳の進
展を推進する根本的な動力である」15と述べている。
もう一つは、資本主義（先進国）における企業倫理の影響である。王学義は、「中国の
企業道徳は、明らかに資本主義における企業倫理、とりわけアメリカ・イギリス・日本にお
ける企業倫理の影響を受け、西洋における企業道徳の基本理念を受け入れたものである」16
としている。
（３）「企業倫理モデル」に関する研究
現代中国における企業倫理の歴史的変遷に関する研究著書として、河南財経学院教授朱
金瑞の『当代中国企業倫理的歴史演進』17がある。同書では、1949年の中華人民共和国成立
以来、21世紀初めごろに至る半世紀あまりにわたる企業倫理の発展過程において形成され
た「企業倫理モデル」が提示され、それぞれの特徴が論じられている。
朱金瑞は、「中華人民共和国の成立以来、政治体制、経済制度、企業形態等の多様な変
化の影響を受け、また地理的環境、地域文化、業種特性等の要因の複合作用の下で、現代
中国の企業倫理の歴史的変遷過程においては、鮮明な個性的企業倫理モデルが形成された。
高度集中的な計画経済体制では、『政治型モデル』は企業倫理の唯一モデルである。しか
し、社会主義市場経済の発展および確立にともない、激烈な市場競争のなかで企業倫理モ
デルが日々、個性化ないし多様化された。企業倫理を発展させることは、企業の差異化戦
略の実施および核心競争力向上の重要な手段となっている」18と述べている。
しかし、このような論述については、まず、「企業倫理モデル」という概念が疑問視さ
れる。一般に、問題を関心対象に焦点を当て特定の形式で表現したものがモデルであるが、
企業倫理の意味するところを「社会の健全な機能が維持され、さらに発展するうえに必要
とされる各種の価値理念の実現に適合するような企業行動の様式」19と理解するならば、企
業倫理を特定の形式で表すことが不可能である。
次に、企業倫理を発展させることが企業の差異化戦略の実施および競争力を向上させる
重要な手段であるとすることに疑問がある。倫理的企業（ethical business firm）とは
「意思決定をし、実施行為を行うにあたり、自己の経済的利益と、それにより影響をこう
むるすべての関係者―従業員・顧客・納入業者・投資家・その他―の利害との間の適切な
均衡を達成することにより、それらの関係者たちの尊敬と信頼をかち得てきている企業で
ある」20という定義によれば、企業倫理とは、各種利害関係者との適切な均衡を達成するこ
とによってそれらの尊敬と信頼をかち得ることであって、戦略や競争力の向上ではないこ
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【表－2】企業倫理モデルの特徴
年代
1949～
1978　
1978
～
現在
モデル
政治型
企業家権威型
使命型
制度型
血縁親族型
集団倫理型
多国籍経営の現地
化型
企　　業
国有企業
国有企業
民営企業
優秀な民族企業
振興業種株式会社
民営企業
家族企業
村辦企業
郷鎮企業
多国籍企業
特　　　　徴
１）革命道徳は企業倫理の核心
２）思想政治教育および大衆運動は企業倫理
を育つ主要方法
１）最高指導者は、通常最終意思決定権を有
する
２）最高指導者は、豊富な管理知識と優秀な
人徳がある
３）最高指導者は、強い影響力を持つ
１）強烈な使命感
２）高度な社会的責任感
３）使命管理
１）「制度は一切より高い」的倫理共通認識
２）厳格な制度システムの実行
３）非正式制度式の正式制度への補完
「情」を核心とし、服従を基本規範とし、家
庭道徳は制度理性より高い
１）集団主義と社会主義道徳原則との一致
２）集団利益は何よりも高い
１）現地の合法政府との協力、その国の文
化・道徳・宗教など伝統の尊重
２）中国・西洋倫理文化の統合
出所：朱金瑞著『当代中国企業倫理的歴史演進』江蘇人民出版社、2005年、237～284頁により作成
とを指摘しなければならない。
同書で提示された7つのモデルは、1）「政治型モデル」、2）「企業家権威型モデル」、3）
「使命型モデル」、4）「制度型モデル」、5）「血縁親族型モデル」、6）「集団型モデル」、7）
「多国籍経営の現地化モデル」である【表－2、参照】。
「改革開放」以前は、「政治型モデル」のみが存在し、それ以降は、「政治型モデル」を
除き、これらの各種モデルは重なり合う部分がありながら企業形態により生成・発展・消
滅し、時に併存ながら発展してきているという。仮に、このような「企業倫理モデル」と
いう概念が成立するならば、「誠信経営」の実現が一部の企業に見られるようになったこ
とが、それらのモデルが統一された最も理想的な形式であると考えられる。
（４）中国の企業倫理に関する海外の研究
20世紀90年代以降、欧米における企業倫理の研究ならびに実践は著しく発展した。それ
が個別企業や特定地域の企業倫理問題から、異なる地域間の企業倫理の比較研究と、グロ
ーバル企業の倫理問題に対する研究へと発展した。同年代には、中国の社会主義市場経済
の進展が大きな成果を上げ、世界貿易機構（World Trade Organization；WTO）への加
盟を果たし、さらに拡大した範囲の中で、グローバル化ともっと深くかかわるようになっ
たことが中国の企業倫理に対する欧米の学者の関心を引き起こしたのである。
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現在、ますます多くの研究者・教育者が中国の企業倫理に注目している。2005年5月29
～31日、上海社会科学院（Shanghai Academy of Social Sciences）が主催した「中国経
済倫理発展国際検討会」（Develops the Chinese Economic Ethics International Seminar）
が開かれた。そこには、アメリカ・欧州・日本および香港・上海・北京・江 ・湖南・河
北等の省・市の経済・経営倫理専門家代表80名あまりが出席した。また政界・学界などの
支持を得て、多くの海外学者が中国の経済倫理に関する討論に参与することができた。
Richard T. De Georgeは、同会議について「われわれは、広範かつ多様な倫理問題に
対する中国の観点と非中国の観点を理解した」21と述べている。中国の企業倫理に関する海
外の研究成果も次第にあらわれている。例えば、“Economic Ethics and Chinese Culture”22
“Developing Business Ethics in China”23、“Stakeholder Incentives and Reform in
China’s State-Owned Enterprises：A Common-Property Theory”、24（「在中国国有企業
中的関民激励機制和改革：一種共同財産理論」）、Economic Ethics Magazine25（「関係是
道徳 ？対中国做生意的一種規範分析」）などがある。
近年、中国における企業倫理と欧米における企業倫理との比較研究も見られ、新たな見
解や観点が提示されている。Georges Enderle教授は、経済倫理は、中国の経済改革にお
いて極めて重要であることを論じ、その著書“International Business Ethics: Challenges
and Approaches”26（高国希・呉新文訳『面向行動的経済倫理学』）において、理論と実践
を結合させる視点や東西比較の視点から中国の経済倫理発展に何が必要か、社会主義市場
経済下の国有企業改革における倫理および倫理準則問題に対し、企業倫理学的分析を行っ
た。彼は「平衡的企業概念」27的な枠組を分析対象とし、中国における企業倫理の「3組倫
理資源」と国有企業改革における「18ヵ条倫理準則」を指摘している。28
また、社会科学的視点から中国企業と伝統的倫理文化を関連させ、世界的な広い視点に
おいて比較研究を行ったのはFrancis Fukuyamaである。彼は“Trust: The Social
Virtues and The Creation of Prosperity”の邦訳、（加藤寛訳『信無くば立たず』三笠
書房、1996年）において、「信頼」をキーワードとして各国における文化の差異を説明し
ている。比較的大規模な企業群を有する日本・アメリカ・ドイツは、市民の自発的社交性
が満たされていた結果、家族や氏族といった親族関係に基づかない中間的コミュニティー
が誕生し、存続し、ここから生ずる「高信頼社会」がひいては同族経営だけにとどまらな
い今日の大企業を創出した。他方、フランス・イタリア・中国などにおいては、概ね過去
において強力な中央集権化（皇帝、君主などによる専制政治）の時代を経た結果、中間的
社会組織は破壊され、頼れるものは血縁関係を中心とした同族以外にない（同族以外の人
間は信用できない）という「低信頼社会」をもたらした。このことは国民に親族以外の人
間と協力して新たな経済事業行なおうという能力の欠如をもたらし、大企業が育ちにくい
土壌をつくった。29
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金山権は、中国国有企業のグローバル戦略を中心に、「改革開放」政策の実施から20世
紀90年代末までの企業倫理の変遷を次のように3段階に分けている。すなわち、1）1978－
1984年の改革スタート段階、2）1984－1994年の改革の全面的な展開段階、3）1994－2000
年までの新体制確立段階である。また、社会主義という前提の下での中国における経営倫
理の変遷は、1）国の指導思想であるマルクス主義、毛沢東思想の影響、2）中国の伝統的
倫理の継承、3）経済改革の影響、4）対外開放に伴う海外からの影響など―を受けながら
変化しているとしている。30
そして、高久保豊は、中国独特の価値観に着目する中国経営研究を深化させる必要性を
導き出すために、また「儒法モデル」という枠組みを用いて、中国企業における経営者と
従業員の心理的均衡関係に対する説明を行っている。このモデルにおける「儒」は経営者
が従業員に尊敬されるリーダとしての風格と能力と姿勢を有することを指し、「法」は経
営者が従業員に納得される合理的なルールを構築し執行することを指す。31同研究は、企業
倫理に関する専門的研究ではないが、本稿筆者はこの「儒法モデル」における「儒」を企
業倫理、すなわち経営者は率先垂範し従業員に尊敬される道徳・倫理を遵守することであ
り、「法」は倫理綱領または行動憲章の制定・遵守することを指していると考える。
４．企業活動の倫理性の追求
中国において、企業倫理および企業の社会的責任が論議の対象とされ、論議の成果にも
とづいて問題への新たな取り組みが開始されていまだ10数年に過ぎない現在においては、
なお、その具体的成果は限られたものであり、未解明の問題ならびに課題が多く残されて
いることは否定できない。
いかなる社会制度および経済制度にも、それと一致する道徳的基礎が必要である。社会
主義計画経済制度と一致するのは、集団主義的道徳観である。そして、社会主義市場経済
と一致する道徳観を構築するには、集団主義的価値観を捨てず、欧米における個人主義的
な価値観をもっぱら取り入れることは避ける。中国の儒教文化の伝統を吸収した上で先進
国の市場経済発展の経験を参考にし、社会主義市場経済と一致する道徳観を構築するべき
である。
現代中国における企業倫理は、企業制度・企業の発展段階・企業家性格など多様な要因
の変化を伴い、生成・発展してきた。その発展過程は次のように概観することができる。
１）1949年の新しい国家体制の発足以来、1978年の「改革開放」政策が実施されるまで
の計画経済時代における、政治優先を目的とする企業の道徳を「企業倫理」の前史段
階。
２）中国共産党第11回第3次全国大会（1978年）から第14回全国大会（1993年）までの
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党および国家の発展戦略大調整期における企業倫理の模索段階。
３）20世紀90年代の急成長期における会社法および規制強化にともない企業の倫理意識
が育成された段階。
４）21世紀に入り、「以徳治国」（徳により国を治める）基本方略の確立や環境破壊、そ
して相次ぐ企業不祥事により企業倫理に対する認識の発生・強化、さらに社会的評価
が確立された段階。
そして、企業による具体的な取り組みがみられ、企業倫理の中核とされる「誠信経営」
の確立段階。
（１）政治倫理の性格を有する「企業倫理」前史
中華人民共和国成立から「改革開放」政策が実施されるまでの計画経済時代は、中国の
現代企業システムの形成初期であり、または曲折的な発展の時期であった。当時の企業は
まだ現在的意義での経済的利益追求主体ではなく、「社会工場」の生産現場にすぎず、行
政単位の付属物であった。そして、企業の責任者は「官本位ネットワーク」の構成部分で
あり、企業内部組織の構造が政府の行政構造と類似するものである。企業を評価する基準
は、政治との一致、革命への貢献を中心とする。したがって、企業の倫理もこのような背
景により政治倫理の性格が最も強調されたものである。政治が優先される企業の倫理は、
政治倫理における共産主義信念、集団主義原則、愛国主義などの規範を有するだけでなく、
自力更生・辛苦奮闘・「愛場如家」（職場を家ごとく愛する）・勤勉節約などの主体的理
念も含む。これらは、国有企業の倫理特性および社会主義の特徴をあらわしている。
企業は、大衆的運動、政治的指導などの政治的手段を通じて、従業員の労働意欲を発奮
させる。それゆえ、企業倫理の構築手段も明らかに政治的要素を有する。計画経済時代に
おける企業倫理は、一定程度まで企業制度の不備を補完し、社会主義の革命と建設に巨大
な精神力となるとともに、その後の市場経済条件のもとでの企業倫理の構築にとって、貴
重な経験を蓄積した。しかし、このような特殊な背景や計画経済の制度的条件などの要因
に規定された企業倫理には多くの問題や課題が存在する。
「改革開放」政策が実施される以前の国有企業の経営は、計画経済の枠組みのもとで運
営され、その特徴は次のようである。
１）国有企業は、国家行政の強い統制と管理のもとに置かれ、生産および経営資源の分
配の権限が国家行政に集中されていた。
２）国有企業の統制には、企業における党委員会の指導および従業員代表大会・労働組
合の監督が組み込まれていた。
３）国有企業におけるワンセット主義である。これは、生産活動および生活の両面には
必要なものをできるかぎり企業単位で保証しようとする傾向を指す。
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このように計画経済時代における企業は、行政組織の構成部分と類似していることから、
その倫理性は、政治倫理に服従し、また革命の性格を有することが、主な特徴である。そ
してこのような時代背景は、「企業倫理」の要素としての集団主義・愛国主義・プロレタ
リア精神といった革命の性格を有する道徳的規範を鮮明に現わしている。これは、集団の
利益は何よりも高いこと、愛国主義は企業行為の準則であることを意味し、国家の政治的
需要を満たすことは、企業行為の出発点とその終着点であることを意味する。
計画経済時代における「企業倫理」の構築は、主にコストと効率に対する意識の強化お
よび「両参一改三結合」推進を通じて行われていた。前者は、企業の独立計算制度の推進
および管理組織の健全化と責任の明確化、従業員の動機づけなどを目標とした管理制度の
実施である。
後者の「両参一改三結合」32とは、幹部の生産参加および労働者の管理参加を実施し、こ
れに適合しない制度を改善し、幹部・技術者・労働者を結合させることを意味する。
１）幹部の生産参加。これは、幹部の官僚主義を克服し、かつ生産中の問題を適時に発
見し、解決し、管理工作を向上させることをねらいとしている。具体的には、幹部が
毎月ないし毎週あるいは一日のうちの一定期間・時間生産に参加する方法がとられて
いる。
２）労働者の管理直接参加。幹部の労働参加による管理業務時間の短縮は、労働者が管
理工作に直接参加することによって補われている。
３）「一改」とは、生産技術の発展に適応しない規則制度を「両参」に適合したものに
改革することを指す。
４）「三結合」とは、指導幹部、技術者、労働者の三者の協力による技術革新運動を指
す。「両参一改三結合」は、計画経済期における企業倫理を模索した重要な成果であ
る。
社会主義および共産主義社会における企業倫理と一致する計画経済時代の企業倫理は、
政治と一致することが最大の特徴であり、精神的激励の強調、社会主義労働競技の展開、
思想政治工作の強化といった一連の革命への貢献はその構築方法の一つである。また、高
い政治道徳的素質を有する企業幹部の育成にあたり「約法三章」が提唱される。「約法三
章」とは、1）堅苦奮闘する優良伝統を堅持し、特殊化しないこと、2）体力的労働への参
加を拒否する幹部にならないこと、そして、3）「三老・四厳」33の作風を堅持し、傲慢せず、
嘘をつかないことを指す。
中国共産党中央委員会は、1961年6月19日、「関于改進商業工作的若干規定（試行草案）」
（商業工作の改善に関する規定。略称；商業40条）を公布し、商業企業の道徳規範を規定
した。それには、公平な取引、事実に基づき真実を求める、大衆へのサービス提供、穏や
かに人と接する、勤勉で節約、裏口を開かない、業務への研鑽、政治の学習などの―内容
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が含まれる。このように「企業倫理」の構築にあたり、「等価交換」原則を守ることも重
要である。「等価交換」とは、価値や価格が同等の物を、互いに譲渡し合うことであり、
市場主体間の売買に関する基本準則である。計画経済時代において、寡占的位置を占める
商業企業は、希少な情報資源と価格資源を握っていた。したがって、商業企業は物を譲渡
し合うさいに意図的に等級や価格を上げたり、下げたりする行為を行わないことは不可欠
である。
企業で働く労働者は、「自分の当家作主（人民の主人公としての政治参加）の政治的地
位、政治的権利に対する価値評価と自我感受……それが個人の社会に対する責任と義務の
両面であらわれている」34。彼らは、高度な主人公意識をもって言行を規律することを求め、
そして「愛場如家、勤倹節約、自律更生、苦難奮闘」など道徳規範を自覚的に実行した。
なお、「愛場如家、勤倹節約」は、計画経済時代の企業労働者に対する道徳要求であり、
またそれが多くの労働者に認められた道徳規範でもある。「自力更生・辛苦奮闘」とは、
中国共産党の「政治本色」（政治真面目）と道徳規範であると理解される。
企業は、社会の経済組織として、社会体制と密接にかかわり、それに制約されると同時
に責任を果たすべき開放的な制度である。企業の経営構造および行為方式は、それを取り
巻く環境、とりわけ制度と密接にかかわる。「もし、人々はある種の経済制度を選択する
ならば、この制度における道徳に対し必ずそれに即応した基本規定があるといえる」35。一
方、政府の企業に対する諸制度の規定が企業の倫理選択を決定する。他方、プロレタリア
ートの「主人公」的地位の確立や自発的な共産主義に対する信仰が労働者の倫理思考に大
きな影響を与えた。
企業は、政府の付属物と見なされ、管理体制および統治機構もすべて政府構造の構成部
分と規定されたことは、政治との一致、革命への貢献を中核とした「企業倫理」を形成し
たのである。そして、労働者階級は共産党の提唱する共産主義理想を揺るぎなく信じるよ
うになったことが革命性を有する「企業倫理」の内在的動因である。
上述のような「企業倫理」には、積極的役割と歴史的限界性がある。企業の倫理は、社
会主義革命および建設において重要な役割を果たし、経済建設の原動力となり、社会主義
道徳の発展を大きく推進した。その積極的な役割は、経済建設過程において、精神的支柱
や財産となり、また社会道徳の発展に助成力となったことである。
そして、その歴史的限界性は、前述のように経済建設や道徳の進歩において積極的な役
割を果たしことが確かである。しかし、20世紀50年代後半から国際的および国内の情勢の
劇的変化に伴い、中国共産党の階級闘争意識がさらに進化したことにより、企業の政治的
性格が極左化され、企業の倫理にもその時代特有の政治痕跡が刻まれた。したがって、そ
の限界性は、企業と個人の利益の軽視、「大民主」は科学的管理を代替し、企業の価値は
一方的に政治化され、企業における大衆運動に偏り、品質の低下といった面で表れている。
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国有・集団企業は、社会主義経済組織として、その根本任務は国家の計画に基づき生産、
販売し、人民の生活需要を満足させることである。しかし、左翼的傾向の思想統治下では、
企業の生産は階級闘争に抹殺され、政治第一、生産第二であることが批判されることなく、
企業の性質および根本任務に対する蔑視が一連の深刻な結果を招いた。
（２）企業倫理への模索
1978年に開催された中国共産党第11回3中全会議決では、党および国家の中心任務を従
来の政治優先から経済発展に転換させることを明らかにした。その後、『中華人民共和国
第6回国民経済・社会の5カ年計画』（1981－1985）や『経済体制改革に関する中共中央の
決定』（1984年）など、経済発展に関する政策が相次ぎに出され、国民経済が大いなる発
展を遂げた。1992年の中国共産党第14回全国党大会で制定された「社会主義市場経済体制」
の構築という新しい改革目標を立てるまでの期間において一連の政策の制定および実施が
なされたことを、党および国家の発展戦略の大調整が行われた時期といわれる。
「改革開放」以前は、単一的な公有制経済制度のもとで旧ソビエト・ロシアと同様の計
画経済体制を実行してきた。しかし、「改革開放」以降は、公有制を主体とする多種類の
所有制度を備えた経済体制の発展に伴い、国情に適する社会主義的市場経済体制が次第に
樹立されてきた。そして、企業は市場および社会改革の最前線に位置し、その倫理には転
換期における鮮明な特徴が表れている。
一方、企業倫理の政治的色彩が次第に薄れ、競争・利益・品質・民主主義などの各種次
元において、倫理意識が発生し、企業の管理や広告などの面においても明白に倫理を求め
るようになった。他方、欧米の企業倫理を参考として取り入れる企業も現れ、また積極的
にCI（corporate identity）戦略を導入することにより、企業の知名度を上げた例も少な
くない。しかし、このような変革の中で、企業の経済的利益と道徳の矛盾が表出し、激し
くなった。
企業の倫理に対する意識とは、「企業の道徳的心理、道徳観念、道徳評価の総称である」36。
企業の市場主体としての位置の確立に伴い、利潤追求を目標とし、競争を手段とし、品質
と民主を重視する経営活動において倫理に対する意識の向上は重要である。儒教文化にお
ける「恥于言利」（利を云う事が恥）は、中国の伝統観念である。計画経済、とりわけ
「文化大革命」の時期に、極左路線の主導のもとにおいて、物質利益を捨てる思想が主張
された。さらに企業は行政機関の付属物として経営自主権がないこと、そして市場の不健
全であることにより中国伝統観念である。「恥于言利」といった道徳伝統が固定化され、
企業の競争意識が乏しかった。
「改革開放」以降、企業の独立した地位や利潤追求行為は次第に承認された。それが市
場における競争・「進取」の直接動因となり、企業の競争意識が一層強くなった。道徳と
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経済（利益）の関係を「義」と「利」で表すならば、伝統的道徳の主流は、「重義軽利」
である。このような伝統は「改革開放」により経済的利益が容認されるにつれ、「義利併
重」、「重利軽義」へと変化する。
品質は、企業道徳のボトムラインであり、また企業生存と発展の基本要素である。
Tom Petersは「品質は、実際に存在し、道義的・美学的であり、また感性的・主観的で
ある。品質の善し悪しから設計者・生産者の顧客重視を実感できる」37と述べている。また
朱金瑞によれば、中国においては人々の品質に対する認識は、5段階を経ているという。
それは、品質は、検査による→製造による→設計による→管理による→一種の文化である
こと。なお、前4段階では、品質は道徳と倫理と関係ないという認識である。しかし近年、
品質は企業の倫理性を具体的に反映するとされている。換言すれば、品質は、企業の価値
観、道徳観、文化観、または目標および理想追求、企業姿勢の表れである。
中国の「ハイテック百強企業」に入った栄事達集団は、品質の重視や「零欠陥管理」を
実施し、製品の100%合格、消費者の満足度100%を確保し多くの消費者の信頼を獲得した。
したがって、「品質は、技術水準、管理水準、経営水準などを反映するだけでなく、企業
の道徳水準の高低をも反映する」38ものである。20世紀80年代、経営に対する認識は、まだ
「品質は管理によるもの」の段階にとどまり、企業には自覚的な倫理意識はなかった。し
かし、後の品質に対する意識の発生は、企業倫理発展に重要な役割を果たしたと言える。
企業における民主的意識とは、従業員の経営・管理への参加（意思決定の民主化、公開、
経営者の民主的選任、民主的監督）を指す。その核心は、意思決定および経営管理への参
加である。 小平は「四つの現代化を実現するために、すべての企業は必ず民主的管理を
実行し、集中的指導と民主的管理を結合させなければならない」39と強調した。また1998年
に制定された会社法では、企業は従業員代表大会および他の方法によって民主的管理を実
行すると規定している。「指導者の正確な意思決定は、企業の持続的発展の重要な要素で
ある。したがって、多くの従業員は民主的管理の実行を求めている」40としている。企業の
民主的意識の進歩は、経営・管理者の民主的管理意識の向上、また従業員の積極的に管理
へ参加する意識の向上として表れる。
「改革開放」以降は、企業が自主的に倫理を模索し、自身の現状に基づき、企業理念の
再定義、従業員の企業文化への参加などを通じて企業倫理の経営管理における重要性を示
唆した。20世紀80年代、企業倫理の政治的色彩が薄かれたものの、依然として存在する。
しかし、従来と違って一部の企業はすでに企業倫理の必要性を認識し、新たに位置付けて
いる。例えば、高品質の追求と信用を企業理念とした海信集団は、「開拓進取、団結奮闘」
というスローガンを掲げた。当社副総裁は、「わが社の企業倫理の発展は、1986年以前は、
空談的企業倫理として実に意味がない、1986-1991年は、企業倫理構築の初段階であり、
次第に企業倫理の概念を受け入れる。1991年以降、「辛苦奮闘、開拓進取、団結奮闘、奮
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飛不息」および「品質第一・信用第一」を企業理念とした、3つのステップを経た」41とし
ている。
また、企業倫理の模索の一環としてCI戦略および広告の変化が挙げられる。中国におい
ては、CI戦略の導入は、1980年代末のことである。CI戦略を初めての導入したのは、広
東太陽神集団である。またその受益者として、鄭州亜細亜社があげられる。同社の顧客へ
の奉仕を主要内容とする理念には多かれ少なかれ企業倫理の要素が含まれている。しかし、
CI戦略を概念化・形式化・表面化し、その内在の意味を重視せず、曖昧に理解したのは、
三株・秦池・紅高粱など大企業である。そして、20世紀80年代中葉以降は、感情的広告が
出現する。それは、従来の告知型から感情的道徳型へと転換したことを意味する。感情的
道徳型広告は、伝統的家庭美徳を表わしている。
（３）企業倫理の育成
20世紀90年代は、中国企業が著しい発展を遂げた時期である。「改革開放」初期の緩慢
な「計画商品経済」は、 小平の「南巡講話」42および中国共産党第14回全国大会を政策転
換のきっかけに飛躍的に変革した。社会主義と市場経済との対立が克服され、社会主義市
場経済が新たな体制として確立された。ビジネスおよび起業に対する国民の情熱が激発さ
れ、人々はあらゆる分野のビジネスに参入し、企業間競争も激烈な時代を迎えた。
そこで、20世紀80年代における名ばかりの企業倫理と異なって、90年代における企業倫
理には大きな進展がみられた。その主な表れとして「企業倫理」、「企業道徳」などの専門
用語が正式に企業経営において用いられようになった。企業の生産および流通過程におい
て理性的に倫理を求めることが進み、企業倫理の構築は、競争と戦略の重要な構成部分で
あると認識される。そして、多くの経営者は「儒商」43を自己の理想的な人格とし、「陽光
下の利潤」を追求しようと明言した。一部の優秀な国有企業経営者は、公有資本の人格化
により国有資産の価値を保ち、増すことに努力した。
ところで、発展の著しい企業においては激情と理性が衝突し、経済主体である企業の一
部には「誠信」を捨てて、詐欺や悪質な競争など道徳無き行為が猖獗し、そして、そのよ
うな非倫理的行為が経済発展および企業の競争力の向上を制約する要因となった。
朱金瑞は、「商品は、企業品位を表すものであり、どんな商品にもその企業の文化的価
値が刻まれている」44と述べている。1980年代末からCI戦略の導入を通じて企業イメージを
向上させようとした企業は市場経済の中で、次第に対外的イメージは必ず内在する品格を
基礎にすることを認識した。1990年代中葉以降もCI戦略が展開されるが、一部の優秀な企
業のイメージに対する理解はさらに深まり、単に対外的イメージだけではなく、内部素質
に対する強化も見られた。このような動きは、企業倫理の構築をさらに発展、充実させた。
多くの企業は、イメージの再構築を試み、価値観は企業イメージの魂であり、道徳観は
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【表̶3】許継集団2000年度中間管理層年度評価表
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
評　　　価　　　項　　　目
会社の利益を重視し、自覚的に会社イメージを擁護する
集団名誉感が強い
個人の修養が良い
集団に服従し、全体を考慮
担当職業に対する知識
言語や書面の表現力
進取心が強く、自覚的に学習し、素質の向上
強い個人潜在力の整う
品質と仕事の質の重視
上下関係の調整
有効な方法で従業員の指導・教育・激励
問題を周到に考え、即時に決定し、適当な措置をとる
創新能力の強さ
緊急事情への対応能力
仕事の合理性をはかり、効率を高める
優 良 中 可 差
出所：朱金瑞著『当代中国企業倫理的歴史演進』江蘇人民出版社、2005年、139頁
企業イメージの支柱であると認識するようになる。1990年代以降、一部の優秀な企業は、
倫理・道徳を行為規範とし、自律を強化する。そして、企業構成員を評価する際は道徳を
重要な項目にすると同時に、「誠信」を企業の無形資産と見なすようになった。
一部の企業家は、「多くの競争主体は、主観的に不正競争に参与したくない、皆は中国
には公平的・秩序的・規範的競争環境の構築を望む。出口はどこにあるか、我々は全社会
での企業の自律を提唱し、とりわけ法律体制が不完全である状況において、特にそうすべ
きである」45としている。道徳を企業構成員の評価対象と規定し、企業倫理の構築を促した
例として、許継集団が挙げられる。同社は、1985年から入社や昇格のさいに道徳の項目を
重要視している。許継集団の2000年の中間管理層年度評価表は【表―3】のようである。
栄事達集団は、1997年5月26日『経済日報』に中国初の自律宣言「栄事達企業競争自律
宣言」を掲載し、自ら公平な競争へ取り組むことを主張している。同宣言は、5章、18条
から構成される。そこに、自律総則・競争道徳・対外行為の自律準則、そしてこれらの自
律準則の検査および監督―など内容が含まれる。同宣言の核心は、「和商」理念の提唱で
あり、すなわち互いの尊敬、公正競争、誠信至上、文明経営、義により利を得る、徳によ
り企業を発展させることである。同宣言は、栄事達社の倫理道徳の向上だけでなく、中国
企業全体の道徳水準の向上をも示している。
1997年、栄事達社は中国企業の唯一代表として、チェコの首都プラハで開催された第10
回「国際企業倫理年次大会」において、自社の宣言を紹介し、多くの国からの注目を集め
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た。そして、1998年、「栄事達企業競争自律宣言」の姉妹編『市場競争道徳譜』（1440字、
40項）を発表した。その内容がさらに拡大し、消費者権利の保護、自然環境の保護、競争
の公平性、偽・劣化商品の根絶、会計・統計の透明性―などに及んでいる。
競争における道徳は、栄事達「和商」理念の具体化であり、また企業倫理の表れである。
このような宣言の発表は、企業経営における道徳の重要性を意識し、それへの取り組みが
始まったことを意味する。栄事達社の元会長陳栄珍は、「栄事達の人々は、経営実践にお
いて自律の重要性を体験したのである。企業は自律を誠実に履行すれば、持続的発展が実
現される。しかし、それを無視すれば、一連の深刻な結果を招く」46と述べている。また、
企業の自律は、「まず、良好な企業イメージの樹立に有利であり、そして、企業の内部管
理をさらに改善させ、企業素質の全面的向上に有利である」47。
市場経済下での企業競争がさらに厳しさを増す環境において、多くの不正行為が発生し
ている現状に対し、「誠信」を無形資産とみなす経営者が次第に表われ、企業の「誠信」
理念の構築が急速に進められた。1997年7月16日、33名の私営企業家は連名で「誠信宣言」
を『中華工商報』に掲載した。そして、2000年2月24日、山西省22の名民営企業代表者が
『誠信宣言』に署名し、すべての企業は「誠信」を重視しようと呼びかけた。
社会主義市場経済体制の確立や現代企業制度の確立は、企業が市場主体としての位置の
確立および倫理追求主体としての役割を求める。それと同時に、消費者の意識向上などを
も促し企業の倫理水準を向上させる。しかし、企業倫理の育成段階において、倫理問題の
発生は、経済体制・企業制度などの要因だけではなく、行政機能の不健全や権力の売買と
密接に関わるものである。
1992年の 小平「南巡講話」は、企業の発展に動力と活力を注いだ。 小平は、社会主
義市場経済の可能性を示唆し、計画経済が社会主義の重要な特徴であるという従来の観念
を克服した。また、企業の市場参入および発展に理論的支柱となり、企業倫理の発展に体
制的環境を提供した。市場経済体制の確立に伴う現代企業制度の形成は、企業倫理を育成
する円滑剤であり、消費者の意識向上が新たな企業倫理を求める要因でもある。
1990年代は、企業倫理の歴史的変遷過程において「青春期」とも呼ばれている。すなわ
ち、企業倫理の進歩期であり、また倫理問題が最も多かった時期である。その主なものは、
一部の国有企業の経営・管理者が権限を利用し、道徳および法律の境界線を破り国有財産
を私有化したこと、そして、企業が「誠信」を喪失した現象が広範な領域までに及んだこ
とである。前者には、国有財産の私有化、「晩節不保」（晩年の節操を汚す）、職に対する
意欲を失ったこと、そして後者には、嘘の約束、三角債務、契約詐欺、偽・劣悪の氾濫、
株の陥穴、悪質競争などが含まれる。
1990年代における企業倫理に関する研究も著しく成長を遂げた。その焦点は、【表―4】
のようである。
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【表－4】1990年代における企業倫理研究の焦点
年
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
論文数
10
7
9
9
11
4
10
6
6
焦　　　　　　　点
企業に職業道徳建設、広告業の職業道徳
「個体戸」の職業道徳、金融道徳、企業文化および企業精神
職業道徳、商業文化、企業文化
企業文化、イギリスなどの商業道徳に関する研究、外商投資企業の精神
文明の建設
中国古代企業道徳、小商業企業の経営および管理、現代企業制度の道徳
調整体制、経営者の道徳
外国の企業道徳的管理、公平競争と等価交換など社会主義企業道徳規範
企業倫理およびCI模索、社会主義市場経済商業道徳モデル、失業者と
民工の道徳
企業の責任意識と企業倫理に関する実証研究（例えば、許継集団と同仁
堂の企業倫理研究）
伝統文化および華人企業経営、企業経営戦略倫理
出所：朱金瑞著『当代中国企業倫理的歴史演進』江蘇人民出版社、2005年、176頁
５．むすび
21世紀に入り、「以徳治国」（道徳によって国を治める）という理念が中国の治国の基本
方策として確立された。社会主義市場経済の発展、WTOへの加盟、企業の自主経営権の
さらに拡大したことなどが個別企業の企業倫理への取り組み、また企業倫理への社会的取
り組みを促し、道徳・倫理の経営管理における価値がさらに明白に示され、倫理は企業の
経営戦略の重要な構成部分となった。それと同時に、企業道徳の内包も拡張され、「和諧」
を中心とした持続的な発展観も普遍的に認められた。また、経済のグローバル化の進展に
伴い、中国企業の道徳・倫理的側面への対応がさらに明白かつ自覚的となった。したがっ
て、このような動向は中国の企業倫理構築が革新段階に入ったことを示してる。
強烈な市場競争において、多くの企業はますます道徳の資本的価値を認識し、「以徳治
企」（道徳により企業を統治する）理念を経営理念とし、企業の社会に対する責任の履行
が自覚化された。また企業倫理を競争力の重要な構成部分とみなし、個性的な取り組みが
行われ、企業倫理の制度化も見られる。なお、企業倫理は競争力の構成部分であるという
見解や、企業倫理の選択は恣意的であることが、企業倫理の意味から外れていることを指
摘しなければならない。
王小 は、「道徳は、一種の力であり、社会的財産を増やす能力である」48としている。
したがって、企業の発展は徳を優先することが重要である。雨潤集団・雲龍集団は、「誠
信」を重視し、道徳により利益を得ようとする道徳の重視が多くの人々に知られている。
また「以徳治企」の「徳政プロジェクト」の実施も行われている。2001年、中国企業家調
査システムが実施した第9回「中国企業経営者アンケート調査」によれば、経営者の品格
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は、企業の「誠信」に対する影響が大きい（96％以上）であり、85.3%あまりの経営者は、
個人の試練や修養は企業の品格を形成する要因としている。49しかし、企業は道徳的責任を
担うべきかという問いに対し、依然として社会的責任を果たすことはコストを増加させる
という認識も存在する。計画経済時代における企業の社会的責任は、政府の下す計画を完
成させることであった。現在、社会的責任範囲は拡大し、広範な内容が含まれるようにな
った。
『中国企業家』誌が主催した研究部会で、400名のトップマネジメントに対し行ったア
ンケートによれば、利潤と社会的責任は矛盾しない（86.1％）、矛盾する（8.3％）、また、
経営不振時には社会的責任を履行すべきかに対し、すべき（89.3％）、一時停止すべき
（10.7％）とそれぞれ答えている。
そして、企業の環境に対する責任の強化も見られるようになった。しかし、依然として
経済的利益のみを求める企業が多く存在していることから、行政の取り組みが中心となっ
ている。1992年8月、中国政府は環境と経済発展に関する十大対策を発表した。1997年、
共産党第15回大会では持続的な発展を基本国策とする。そして、1997年、刑法の改正が行
われ環境および資源の破壊を犯罪と定めている。2001年には「公民道徳建設実施綱要」を
も公布している。
実在事象の具体的分析を通じての倫理的課題事項の特定ならびに、それらの性格把握を
基礎としての個別企業の内部において展開される具体的実践の組織的体系化と呼ばれる企
業倫理の制度化は、危機管理的な発想からの法令遵守に主眼をおくコンプライアンス型か
ら、その反省を踏まえた新たな展開として現れた企業倫理制度化の方式に最も注目を集め
た価値共有型へと転換した。50中国における企業倫理をめぐる動きも上述したように、いわ
ゆる企業倫理前史およびその後の模索、そして育成・強化、さらに社会的に認識され、今
日において最も注目されている企業倫理の発展の到達点としての「誠信経営」の取り組み
にまでに発展してきている。
中華人民共和国成立以降、30年間余り計画経済制度を実行してきた。それが、共産党11
回第3次全国大会以降は、社会主義の新な目標を実現するために計画経済から市場経済へ
の移行を試み、中国社会は転換期に突入した。そして、共産党第15回全国大会以降は、所
有構造は大きく変化し、もとの国有企業、集団企業を主体とした所有制が、全民所有制を
主体としながら他の多種所有制と併存する局面へと転換した。所有制構造の変化は、利益
構造・利益関係・利益主体・配分方式および価値観といった一連の変化をもたらした。こ
のような制度構造の調整が引き起こした問題およびそれにともなう社会的混乱は、世界各
国の転換期における共通の現象であり、中国も例外ではない。
転換期においては、制度上の不備に伴う道徳に関する問題が生じ、それを「道徳嘘位」
および「道徳真空」という言葉で表現している。体制移行、「道徳真空」といった環境の
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もとで、経済主体として「誠信」に悖る経営、つまり不道徳的経営を行う現象がきわめて
多い。いかなる経済制度も一定の道徳観念により支えられ、計画経済には計画経済の道徳
があり、市場経済には市場経済の道徳がある。市場経済と適合する道徳観念を構築し、企
業の経営管理において遵守すべき道徳規範を見出すことは、社会主義市場経済の新たな秩
序を構築するうえで重要な課題である。
社会主義市場経済下での企業の倫理道徳的責任の履行、すなわち「誠信経営」という新
たな価値観の構築が、経済体制の改革を加速させ、企業の統治構造を健全化することは言
うまでもない。企業内部において「誠信」理念を浸透させ、企業の自律意識を高め、構成
員の責任意識を育て、倫理的企業を創造することである。さらに、企業を取り巻く各種利
害関係者に対して、誠実に対応することである。したがって、「誠信経営」は、企業の持
続的な発展を実現する重要な価値理念である。
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